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愛媛県建設業審議会議事録 

 

 

１ 開催日時  令和７年３月２４日（月） ９：３０～ 

 

２ 開催場所  愛媛県庁議事堂４階 農林水産・建設委員会室 

 

３ 出席委員  別紙のとおり 計１０名 

 

４ 諮問案件  別紙のとおり 

 

５ 議事 

 

事  務  局: 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開会に際しまして、当審議会の定足数等についてご報告させ

ていただきます。本日は、委員１４名のうち、一般社団法人え

ひめ若年人材育成推進機構常務理事の大内委員、愛媛県町村会

長の河野委員、愛媛県商工会議所女性会連合会会長の佐川委

員、愛媛県建設産業団体連合会会長の西岡委員の４名が所用の

ため欠席されておりますが、１０名の出席をいただいておりま

すことから、愛媛県建設業審議会条例第６条第２項の規定に基

づく定足数に達しております。 

また、同条第３項に基づく「各分野別の出席者数が、出席委

員数の総数の１／２を超えない」という規定も満たしており、

本会が成立することをご報告申し上げます。 

 それでは、議事に入りますが、はじめに東渕会長からごあい

さつをお願いいたします。 

東 渕 会 長: （会長あいさつ） 

 

事  務  局: ありがとうございます。それでは条例第４条第２項の規定に

より、これからの議事進行については、東渕会長にお願いした

いと存じます。東渕会長、議事進行につきましてよろしくお願

いいたします。 
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東 渕 会 長: それでは、議事に先立ちまして、本日の議事録署名人を指名

したいと存じます。議事録署名人に仙波委員を指名いたしたい

と存じますが、委員の皆さまご異議ございませんか。 

 

委 員 全 員: （異議なし） 

 

東 渕 会 長: 異議なしと認めます。それでは、本日の議事録署名人を仙波

委員にお願いします。 

 

 諮問案件の審議に入ります前に傍聴人の方々に申し上げま

す。お手元に配布の傍聴要領に基づき、傍聴人の方々は、可否

を表明するなど議事の妨害となるような行為をすることは禁

じられておりますので、静粛に傍聴いただきますよう、ご協力

をお願いします。 

 

東 渕 会 長: それでは、早速、諮問案件の審議に入りたいと思います。 

本日の諮問案件は、 

「建設工事の総合評価落札方式における評価項目の見直し」 

「ランダム係数の導入」 

「建設工事関連業務における総合評価落札方式の試行導入」 

の３項目でございます。 

なお、質疑応答につきましては、１つの諮問案件の説明ごと

に、順に行いたいと考えておりますので、ご協力をお願いいた

します。 

では、入札・契約制度を所管する行政経営課から、1番目の

諮問案件「建設工事の総合評価落札方式における評価項目の見

直し」について説明をお願いいたします。 

 

行政経営課: まず、今回の見直しの前提となります本県における総合評価

落札方式の現状及び課題について説明いたします。 

本県では、公共工事の品質確保のため、価格と技術力を総合

的に評価し落札者を決定する総合評価落札方式を平成１８年

９月から導入し、その後適用範囲を順次拡大しており、現在は、

原則設計金額１千万円以上の工事において全部局で実施して

おります。 

なお、設計金額１千万円未満の工事につきましては、原則、
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価格のみで落札者を決定する指名競争入札を実施しておりま

すが、通常の災害復旧工事については１億円未満、防災・減災

対策工事については３千万円未満まで拡大して指名競争入札

を適用しております。 

総合評価落札方式におきましては、工事の品質確保の観点か

ら、設計金額２億円以上の工事では、原則として、工事の特性

や現場条件などから見た施工上の留意事項等に係る簡易な施

工計画の提出を求めるほか、２億円未満の金額の工事も含め

て、企業の施工能力や配置予定技術者の経験、保有する資格等

を評価対象としています。 

更に、地元業者への配慮や災害対応等の実績をはじめとする

地域貢献度の評価など、幅広い視点から評価することで、一般

競争入札における不適格業者の排除を図り、適正な評価となる

よう努めてきたところでございます。 

なお、この総合評価落札方式の評価項目につきましては、よ

り公平・公正な制度となるよう毎年度見直しており、特に今回

は、地域に貢献する地元業者を適正に評価するため地域貢献度

に係る評価項目の見直しについてお諮りしています。 

それでは、「災害対応等に係る貢献度の評価」の見直しにつ

いてご説明いたします。 

当該項目の現状は、５ページの表にありますとおり、「工種

が土木一式、建築一式及び舗装工事の場合」と「工種が管工事

の場合」において、それぞれ評価しており、例えば、「工種が

土木一式、建築一式及び舗装工事」の場合、 

①過去２か年度における災害協定に基づく応急対策業務又は

家畜伝染病支援協定に基づく支援活動業務 

②同じく過去２か年度における災害ボランティア活動の実績 

③同じく過去２か年度における２回以上の訓練パトロールへ

の参加実績 

について、全ての実績がある場合は１５点、いずれか２つの実

績がある場合は１０点、いずれか１つの実績がある場合は５点

の配点としております。 

本項目は、活動実績の適正な評価や、将来の大規模災害にお

ける建設業者の積極的な参加の促進等の観点から、随時見直し

を図っているところですが、県との協定に基づき災害対応等の

準備を行っている業者に対する評価の適正化など、未だ解消す
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べき課題を抱えており、より公平な制度となるよう改善が求め

られている状況にあります。 

今回見直すポイントは大きく分けて３つとなります。 

まず、災害協定・家畜伝染病支援協定について、新たに県と

の協定締結をもって評価することとします。 

これにより、災害対応等の準備に相応の負担を要している協

定締結業者を適正に評価することとしております。 

次に、災害協定に基づく応急対策業務又は家畜伝染病支援協

定に基づく支援活動業務の実績を別項目とし、それぞれ出動の

ため待機した場合でも、「準備体制の構築等」として評価する

こととします。 

これにより、災害協定と家畜伝染病支援協定に基づく対応を

いずれも行った業者を適正に評価するとともに、災害等発生時

の対応における業者間の評価の不公平感を解消できるものと

考えております。 

最後に、「災害ボランティア活動の実績」及び「災害協定に

基づく訓練パトロールへの参加実績」の評価基準等の見直しで

ございます。 

具体的には、「災害ボランティア活動の実績」及び「災害協

定に基づく訓練パトロールへの参加実績」の項目を統合すると

ともに、評価の対象期間を現行の「過去２か年度」から「過去

１か年度」に短縮することとします。 

これにより、受入数に限りのある災害ボランティア活動にお

ける一部業者の持ち点化の是正が図られ、入札における一層の

公平性の確保と競争性の向上が期待できると考えております。 

なお、見直し後の配点につきましては、４ページの表にあり

ますとおり、 

①災害協定又は家畜伝染病支援協定の締結 

②災害協定に基づく対応 

③家畜伝染病支援協定に基づく対応 

④災害協定に基づく訓練パトロールへの参加実績又は災害ボ

ランティア活動の実績 

について、全ての実績がある場合は１６点、いずれか３つの実

績がある場合は１２点、いずれか２つの実績がある場合は８

点、いずれか１つの実績がある場合は４点の配点としておりま

す。 
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今回の見直しについては、令和７年６月以降に入札公告を行

う工事からの適用を予定しております。 

ご審議の程、よろしくお願いいたします。 

 

東 渕 会 長: １番目の諮問案件について、ご意見をお願いいたします。 

災害対応等における貢献度をより適正に評価に反映させて

いくという観点で、よりきめ細かな評価ということになってい

るかと思います。 

建設業者の立場からご意見、ご質問も含めてお願いします。 

 

浅 田 委 員： 災害協定に基づき従事している業者に、こういった加点評価

をしてもらうことは大変良いことだと思っています。 

 

藤 田 委 員： 昨年も鳥インフルエンザが発生し、災害協定に基づいて対応

しました。業者が対応していくのは大変なことなので、地域の

業者の協力が評価されるのは良いことだと思います。 

 

松 山 委 員： これまで県内で災害がある度に、入札制度に対する加点につ

いて、いろいろと意見が出てきました。細かくもっと配慮して

欲しいという意見があり、そういう点が反映されてきているの

で良い方向になっていると思います。 

 

東 渕 会 長: 建設業者の委員の皆様から、今回の改善について賛同を賜っ

ております。 

その他委員の皆様、それぞれの専門の見地から、ご意見がご

ざいましたら、お願いできればと思いますが、よろしいでしょ

うか。 

それでは１番目の諮問案件についての質疑は終了します。 

続きまして、２番目の諮問案件「ランダム係数の導入」につ

きまして、ご説明をお願いします。 

 

行政経営課: 県では、職員に対する予定価格を探る行為などの不正行為を

防止する目的で予定価格を事前公表しておりますが、低入札対

策として設定している調査基準価格及び最低制限価格につい

てはそれぞれ事後公表となっており、入札執行過程での秘匿性

を確保する対策が必要不可欠であると認識しております。 
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そこで、改善案としまして、調査基準価格及び最低制限価格

の算出に当たって、ランダム係数を新たに導入いたします。 

具体的には、現行の調査基準価格及び最低制限価格に対し

て、開札時にシステムが自動的に算出する１.０００～１.００

５までの無作為の係数を乗じ、正式な調査基準価格及び最低制

限価格を決定します。 

これにより、開札の時まで、調査基準価格及び最低制限価格

を誰も知り得ないこととなり、入札の透明性や公正性の確保が

期待できると考えています。 

今回の見直しについては、令和７年６月以降に入札公告を行

う工事及び業務からの適用を予定しております。 

ご審議の程、よろしくお願いいたします。 

 

東 渕 会 長: ２番目の諮問案件について、質疑、ご意見をお願いいたしま

す。 

ランダム係数を導入し、開札までの間、調査基準価格を誰も

知り得ない状況とすることで、入札の透明性や公正性を一層確

保するという趣旨でございます。 

学識経験者の立場からご意見を伺いできればと思います。 

 

郡司島委員： ランダム係数を用いることで、公正性が保たれるということ

はよく分かります。自動で算出する数字は比較的小さいのだな

と思いました。金額が大きいから誤差の範囲にはならないのか

もしれませんが、普通に使われている数字なのか、一般的に他

でもされていることなのでしょうか。 

 

行政経営課: 現在、他県で行っている事例はあまり多くはありません。 

係数の幅については、各県で少しずつ差がありますが、特に

他県と大きく違うということはありません。 

 

新木本委員: 他県であまり多く採用されていないとのことですが、ランダ

ム係数を採用した決め手を教えていただければと思います。 

 

行政経営課: 予定価格につきまして事前公表のところと、事後公表のとこ

ろで対応が分かれています。 

今回の調査基準価格と最低基準価格につきましても対応が
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様々ですが、今回、職員が逮捕された事件がきっかけではなく、

従前から検討の俎上には載っていた項目でございます。 

ランダム係数によって、価格そのものの秘匿性は高まりま

す。その前段の工事の請負費や一般管理費など内訳の数字は職

員が知るところなので、制度上完璧ではございませんが、係数

をかけることによって、関係者が知り得ない状況を作るという

ねらいがございます。 

 

東 渕 会 長: その他、ご質問、ご意見ございませんでしょうか。 

それでは２番目の諮問案件につきまして、質疑、ご意見が出

つくしたかと思います。 

続きまして、３番目の諮問案件「建設工事関連業務における

総合評価落札方式の試行導入」について、説明をお願いいたし

ます。 

 

行政経営課: 先ほどご説明しましたとおり、現在、県発注の建設工事にお

いては、原則設計金額１千万円以上のものについて総合評価落

札方式を実施しております。 

一方、建設コンサルタント等については、建設業における経

営事項審査のような客観的な指標がなく、格付け制度を設けて

いないこともあり、原則として指名競争入札による価格競争で

実施しています。 

しかし、建設工事関連業務の品質確保が令和元年６月に改正

された品確法に位置付けられ、建設工事と同様に、全国的にも

価格以外の要素として技術力を考慮する総合評価落札方式の

導入が進んでいる状況にあります。 

このような状況を踏まえ、本県でも、建設工事関連業務にお

いて総合評価落札方式を導入することといたします。 

なお、当面は、土木部発注かつ設計金額３,０００万円以上

の高度な技術力を要する土木関係コンサルタント業務に限定

したうえで、試行的に実施してまいります。 

それでは、入札参加資格及び総合評価の方法について、順に

説明いたします。 

まず、入札参加資格については、同種又は類似の業務実績を

有している者とします。 

なお、同種業務の実績を有している県内業者が一定数見込ま
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れる場合は県内業者に限定することとし、それ以外の場合は県

外業者も対象とします。 

次に、総合評価の方法についてですが、①技術評価点、②価

格評価点、③低入札に対する評価の３つから「評価値」を算出

し、その評価値が最も高いものを落札者とします。 

１つめの技術評価点は、業務実績などの価格以外の要素を数

値化し評価するものであり、評価項目の設定は７ページの下段

の表のとおりとなっています。 

２つめの価格評価点は、入札案件における価格の競争力を数

値化し評価するものとなります。 

ただし、入札価格が調査基準価格を下回る場合の価格評価点

は、入札価格にかかわらず一定となります。 

３つめの低入札に対する評価では、本業務及び過去の入札で

の低入札の有無により、評価値の減点を行うこととしておりま

す。 

総合評価の概略は以上となります。 

価格に加えて技術力等を評価する総合評価落札方式を新た

に導入することで、県内外企業間の競争が高まり、企業の技術

力や成果の品質向上が期待できると考えています。 

なお、今回の見直しについては、令和７年６月以降に入札公

告を行う業務からの適用を予定しております。 

ご審議の程、よろしくお願いいたします。 

 

東 渕 会 長: 建設工事関連業務において総合評価落札方式を土木部発注

かつ設計金額３,０００万円以上の技術力を要する土木関係コ

ンサルタント業務で試行導入する。これによって県内外の企業

間の競争が高まり、企業の技術力や成果の品質向上が図られる

との説明でした。 

ご質問、ご意見いただければと思います。 

 

菊 地 委 員： 今回、技術評価項目で同種・類似業務の実績や配置予定技術

者の保有資格といった項目を確実に入れていただくことによ

って、競争の高まり、それから成果の品質向上に着実につなが

ると思っておりますので、非常に望ましい方向だと考えており

ます。 
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高度な技術力を要する業務に限定して試行ということです

が、これから導入を進めていただければと思います。 

 

渡 部 委 員： 技術力の向上や成果物の品質向上のため、試行導入されると

のことですので、これについて特に意見はございません。試行

ですので、今後実際行ってみて、随時見直されていくのかなと

思っております。 

評価項目の見直しや制度の導入となると、それを確認・審査

する作業が増えるのではないかということが少し思ったとこ

ろです。 

工事は工期が決まっていたり、緊急性のある場合もある中

で、職員の皆さんが審査する作業が多くなってくるのかなと、

少し心配な面はございます。そういったところの職員体制など

きちんとされているとは思いますが、この点をお伺いしたい。 

 

行政経営課: 入札制度については、令和３年度に大規模改正をしまして、

毎年度、随時改善を図っております。 

見直し項目については、何年か議論してきたものが大多数を

占めますので、多少の業務量の増加は考えられますが、組織で

しっかりカバーして、適正な執行に努めてまいりたいと考えて

おります。 

 

数 藤 委 員： 土木工事の施工をする中で、事前の調査設計の精度を高める

ことが重要と思っておりまして、調査設計の精度が上がること

で、工事施工の手戻りがなくなるため、今取り組んでいる建設

業の働き方改革にもつながる非常に良い取組みと思います。 

 

仙 波 委 員： 技術は日進月歩しておりますし、災害等々いろいろなニーズ

がある中で、より広い分野の業者が地域貢献の要素や技術者の

資格保有など、いろいろな観点から評価されるようになるとい

うのは、インセンティブになるという意味で望ましいと思って

おります。 

 

東 渕 会 長: ４名の方から、今回の改正につきまして、賛成の意見をいた

だきました。 

他にご質問、ご意見等はございませんでしょうか。 
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郡司島委員： 質を担保していくことはすごく大事なことだと思います。 

この設計金額３,０００万円以上の高度な技術力を要する土

木関係コンサルタント業務というのは、数が見込めるので試行

でやってみて、次にまた進んでいかれるのか。その先をどうい

うふうに考えているのかと、土木関係コンサルタント業務を選

ばれた理由はどうでしょうか。 

 

行政経営課: 直近３か年度の実績で、令和３年度９件、令和４年度 20件、

令和５年度 27件と、件数的には増加傾向にございます。 

まずはそこで先行でやってみて、見直すところは見直すとい

う作業をしたいと考えております。まずは一番大きなところで

チャレンジしようというふうな趣旨でございます。 

 

新木本委員： 配置予定技術者の⑨手持ち業務については、業務件数による

加点の仕方はどうなっているのでしょうか。 

 

行政経営課: 手持ち業務の件数が少ないほど点が高くなるようになって

おります。 

 

東 渕 会 長: その他にご意見もございませんようですので、本審議会に諮

問されました３項目について、事務局の原案通り承認すること

でよろしいでしょうか。 

ご賛同いただける方は挙手をお願いできればと思います。 

 

委 員 全 員: （挙手） 

 

東 渕 会 長: それでは全員賛成ということで、委員の皆様ご了解いただき

ました。 

当審議会から知事への答申に関しましては、私に一任させて

いただくことでよろしいでしょうか。 

 

委 員 全 員: （異議なし） 

 

東 渕 会 長: ありがとうございます。以上で、諮問案件の審議を終わりた

いと思います。 

続きまして、報告案件にまいります。 
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報告案件は、 

１．入札・契約制度の特例措置［入札不調対策］の継続 

２．建設工事関連業務におけるダンピング対策の強化 

３．担い手３法の改正について 

の３項目です。 

質疑応答につきましては、報告案件の説明後にまとめて行い

たいと考えておりますので、ご協力をお願いいたします。 

では、報告案件の１番目「入札・契約制度の特例措置［入札

不調対策］の継続」と２番目「建設工事関連業務におけるダン

ピング対策の強化」について、行政経営課から説明をお願いし

ます。 

 

行政経営課: 入札・契約制度の特例措置につきましては、入札不調対策と

して、平成２５年２月から実施しており、毎年、発注状況を確

認しながら、見直し、継続してきたところです。 

具体的な特例措置の内容については、次の１０ページに記載

しておりますとおり、大きく分けて、 

（１）主任技術者の兼任要件の緩和 

（２）現場代理人に係る緩和 

（３）入札者数の取扱いの緩和 

（４）相指名業者への下請制限の緩和 

の４つの措置を講じております。 

現状といたしましては、「入札不調の状況」の表にあります

とおり、年度全体での入札不調率は昨年度と比較して、やや高

い水準で推移しております。 

このように、技術者不足による入札不調が引き続き懸念され

る状況にございますことに加えて、国の令和２年度第３次補正

予算を皮切りに、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加

速化対策」として、令和７年度も相当程度の額が引き続き予算

計上されることが見込まれます。 

このことから、現在の特例措置について、引き続き令和７年

度も適用することといたしました。 

次に、「建設工事関連業務におけるダンピング対策の強化」

でございます。 

県では、建設工事に関する調査、測量及び設計業務のダンピ

ング対策として、平成２１年４月から予定価格が５百万円を超
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える業務を対象に低入札価格調査制度を、令和４年６月から予

定価格が５百万円以下の業務を対象に最低制限価格制度を導

入しています。 

本県の調査基準価格等の算定式は、国土交通省の算定式をベ

ースとしており、国が算定式の改定を行う際には、その改定理

由等を踏まえ、算定式を同様に見直すこととしております。 

その一方で、平成２２年４月、国が総合評価落札方式の導入

に合わせて、入札時に必要となる技術提案などの企業経費の増

加を理由に調査基準価格の引き上げを行った際、本県では同方

式を導入していなかったこともあり、基準の引き上げを見送る

ことといたしました。 

以降、国が調査基準価格の基準を引き上げる度に、県でも同

じ引き上げ幅を反映しており、その結果、現時点でも国の基準

と比較して調査基準価格及び最低制限価格が低い状態となっ

ております。 

この度、建設工事関連業務において、新たに総合評価落札方

式を導入することとしましたので、国と同様の基準となるよう

調査基準価格及び最低制限価格の算定式の見直しを行うこと

としました。 

これにより業務成果品の品質確保や、企業の適正な利潤確保

を図ることとしております。 

今回の見直しについては、令和７年６月以降に入札公告を行

う業務からの適用を予定しております。 

 

東 渕 会 長: ありがとうございました。 

続きまして報告案件の３番目「担い手３法の改正」について

事務局からご説明をお願いいたします。 

 

事 務 局: 建設業は、激甚化・頻発化する集中豪雨や台風への災害対応

など、地域の「守り手」として重要な役割を担っていますが、

厳しい就労条件を背景に就業者が減少しており、その担い手の

確保・育成のため、労働者の処遇改善、働き方改革の推進と生

産性向上を図り、建設業がその役割を将来にわたって果たし続

けられる事業環境を確保することが求められています。 

このため、国では、これらの課題に対応するため、令和６年

６月に「建設業法」及び「公共工事の入札及び契約の適正化の
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促進に関する法律」並びに「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律」の一部改正、いわゆる第三次・担い手３法の改正を行

ったところであり、その全体像についてご説明します。 

法改正のポイントは３点です。 

まず１点目は、処遇改善や働き方改革などによる担い手確保

の推進です。 

２点目は、ＩＣＴ活用や現場管理の効率化などによる生産性

の向上を図るものです。 

３点目は、災害対応力の強化を図り、地域の建設業者がその

役割を担い続けることを目指すものです。 

次に、改正の概要ですが、今回の改正法は、昨年６月１４日

に公布され、３段階に分けて施行されます。 

主な改正点として、「１．労働者の処遇改善」では、下請け

関係で適正な労務費が行き渡るよう、著しく低い労務費による

見積もり等が禁じられたほか、「２．資材高騰に伴う労務費へ

のしわ寄せ防止」では、契約前に受注者から注文者へリスク情

報の提供を義務化、注文者には受注者からの契約変更協議に誠

実に応じる努力義務を課すなど、契約のあり方の見直しが行わ

れています。 

「３．働き方改革と生産性向上」では、長時間労働を抑制す

るため、工期ダンピング対策が強化されるほか、現場技術者に

係る専任義務の合理化などの改正が行われています。 

「資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止」では、契約前の

ルールとして、資材高騰に伴う請負代金等の「変更方法」を契

約書の法定記載事項として明確化したほか、受注者は、資材高

騰の「おそれ情報」を注文者に通知する義務が課されました。

そして資材高騰等が顕在化した時には、契約後のルールとし

て、受注者は注文者に請負代金等の変更を協議ですることがで

き、注文者は誠実に協議に応じる努力義務があります。これに

よって、資材高騰分の転嫁協議が円滑化し、労務費へのしわ寄

せ防止が期待されます。 

次に、働き方改革では、工期ダンピング対策が強化され、著

しく短い工期による契約を、新たに受注者側にも禁止したほ

か、工期変更の協議円滑化のため、受注者に「おそれ情報」の

通知義務、注文者に工期変更の協議に応じる努力義務が課され

ました。 
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生産性向上では、現場技術者について、一定の要件に合致す

る場合に兼任を可能とする現場技術者の専任義務の合理化や、

ＩＣＴ活用による施工体制台帳の提出義務の合理化などの改

正が行われました。 

県においても、改正内容を踏まえながら、業界団体への周知

や必要に応じた制度改正を行うなど、適切な対応に努めていく

こととしております。 

 

東 渕 会 長: 報告案件３件について、ご質問はございませんでしょうか。 

 

浅 田 委 員: 働き方改革により、こちらの業界を目指してもらえるように

なっていければ良いなと思っていますので、推進してもらえれ

ばと思います。 

 

藤 田 委 員: 担い手不足の中で、若い人を増やしていこうとしているが、

技術も必要で３Ｋと言われる状況でなかなか若い人に来ても

らえない。働き方改革に取り組んでいるが、天候に左右される

こともあり工期を守ることが難しいところもあります。これか

らも諸問題を考えていただいて、審議していただけたらと思い

ます。 

ＩＣＴは、山の中などの現場では、やりとりができて良いと

思います。 

 

東 渕 会 長: ありがとうございます。 

建設業者にとって、より良い担い手確保につながるように進

んでいければと私も考えております。 

 

松 山 委 員: 建築の立場からですが、担い手３法は県工事が対象で理想的

な内容のものですが、建築の場合は民間工事が多く、こういう

考え方を民間工事にどうやって定着させていくかということ

が課題で、その中間には市町村の工事もございます。 

実は市町村の方は、まだ取り組みが十分できていないところ

もあるので、このような担い手確保の考え方を浸透させていく

ことが課題であると思います。 
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東 渕 会 長: 他の委員の方々、ご意見はいかがでございますか。 

 

郡司島委員： 現場技術者の専任義務の合理化で、ＩＣＴを活用した現場確

認が兼任緩和の要件となっていますが、ＩＣＴの活用はどのく

らい進んでいるのでしょうか。 

 

浅 田 委 員： 全体は把握しかねますが、担い手不足ということで、当社も

リモートで現場とウェアラブルカメラを設置して、検査時に活

用しています。 

ただ、広く普及には設備等の問題もあるので今から改善して

いくことはあると思いますが、かなり時間短縮につながり、負

担も減ってきていると思います。 

 

松 山 委 員： 建築の方では今からという感じで、昨年の法律改正でリモー

トや兼任が広がったところなので、取組みが今から進んでいく

のではと思っています。 

 

東 渕 会 長: ありがとうございました。 

その他、ご質問はございませんでしょうか。 

 

委 員 全 員: （質問等なし） 

 

東 渕 会 長: それでは、本日予定されていた議事は全て終了いたしまし

た。 

委員の皆様には、長時間にわたり、ご熱心なご審議をいただ

き、誠にありがとうございました。 
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令和７年度入札・契約制度改善について 

１ 建設工事の総合評価落札方式における評価項目の見直し 

・災害対応等に係る貢献度の評価 

県との協定に基づき災害対応等の準備を行う業者を適正に評価すると

ともに、一部業者に偏る災害ボランティア活動への評価を是正するため、

次のとおり見直しを行うこと。 

(1) 災害協定・家畜伝染病支援協定について、県との協定締結をもっ

て評価する。（【改正案】評価基準①） 

(2) 応急対策業務又は支援活動業務の実績を別項目とし、それぞれ出

動のため待機した場合でも、「準備体制の構築等」として評価する。

（【改正案】評価基準②、③） 

(3) 訓練パトロールへの参加実績と災害ボランティア活動の実績の項

目を統合し、評価対象期間を「過去２か年度」から「過去１か年度」

に短縮する。（【改正案】評価内容、評価基準④） 

【改正案】 

２ ランダム係数の導入 

調査基準価格（最低制限価格）の算出に当たり、ランダム係数を新た

に導入すること。 

 

３ 建設工事関連業務における「総合評価落札方式」の試行導入 

建設工事関連業務（調査・測量・設計）において、「総合評価落札方式」

を試行すること。（当面は、土木部発注かつ設計金額3,000万円以上の高

度な技術力を要する土木関係コンサルタント業務に限定） 

評価項目 評価内容 評価基準 配点 

災害対応等へ

の協力体制及

び実績 

県と災害協定又は家畜

伝染病支援協定の締結

及び過去２か年度の協

定に基づく協力要請へ

の対応、過去１か年度の

災害協定に基づく訓練

パトロールへの参加実

績又は災害ボランティ

ア活動の実績 

次の①～④までの全てに該当あり 

①災害協定又は家畜伝染病支援協定の締結 

②災害協定に基づく対応 

③家畜伝染病支援協定に基づく対応 

④災害協定に基づく訓練パトロールへの参加実績 

又は災害ボランティア活動の実績 

16 

上記①～④までのいずれか３つに該当あり 12 

上記①～④までのいずれか２つに該当あり 8 

上記①～④までのいずれかに該当あり 4 

上記以外 0 


